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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第18期
第１四半期
連結累計期間

第19期
第１四半期
連結累計期間

第18期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 816,251 1,712,947 4,079,868

経常損失（△） (千円) △54,238 △86,620 △231,166

四半期(当期)
純損失（△）

(千円) △85,977 △45,961 △276,683

四半期包括利益
又は包括利益

(千円) △85,977 △45,961 △276,683

純資産額 (千円) 935,443 698,775 744,737

総資産額 (千円) 4,289,173 3,252,960 3,961,535

１株当たり四半期
(当期)純損失（△）

(円) △7,555 △4,038 △24,313

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 21.8 21.4 18.8

(注)１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がなく、また、第18期第１四半期及び第

19期第１四半期、第18期は１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

４ 第19期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　

　
　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

当社グループは、祝園商業施設（せいかガーデンシティ）建設にかかる設備資金調達のため、平成18年

７月31日に、みずほ銀行をアレンジャーとするシンジケートローンを締結しており、同契約の純資産額に

対する財務制限条項に抵触する事実が発生しております。

これにより、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は

状況が存在しております。

　
　
　
　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　
　
　
　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　
（1） 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新興国への輸出や各種経済対策により、一部には

景気回復の兆しが見えたものの、依然として企業の設備需要をはじめ民間需要の回復の兆しがみられ

ず、厳しい経済状況が続いております。

建設業界におきましても、住宅エコポイントや住宅ローン減税、住宅取得資金に係る贈与税の非課税

枠の拡大等の政策支援はありましたが、雇用情勢、所得環境の悪化懸念等から依然として厳しい状況が

続いております。

当社グループにおきましても、京都市内及び滋賀県内の貸家新設着工件数が前年同期に比べて下回

るなかで、厳しい受注競争を強いられております。

このような状況のもとで、業績につきましては売上高は1,712,947千円（前年同四半期は816,251千

円）、利益面については営業損失79,257千円（前年同四半期は43,045千円）、経常損失86,620千円（前

年同四半期は54,238千円）、四半期純損失45,961千円（前年同四半期は85,977千円）となりました。
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セグメントの業績は、次のとおりであります。

（建設事業）

建設事業につきましては売上高558,871千円（前年同四半期は525,292千円）、セグメント損失44,581

千円（前年同四半期は13,578千円）となりました。

　

　
（不動産事業）

不動産事業につきましては売上高939,533千円（前年同四半期は53,237千円）、セグメント利益10,917

千円（前年同四半期は7,690千円）となりました。

　

　
（不動産賃貸事業）

不動産賃貸事業につきましては売上高214,542千円（前年同四半期は232,001千円）、セグメント利益

17,528千円（前年同四半期は12,010千円）となりました。

　

　

（2） 財政状態の分析

（資　産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて36.3％減少し、1,207,719千円となりました。これは、現金及

び預金が177,719千円増加しましたが、販売用不動産が734,806千円、仕掛販売用不動産が156,162千円

それぞれ減少したことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて0.8％減少し、2,045,241千円となりました。これは、有形固定

資産が26,764千円減少したことなどによります。

この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて17.8％減少し、3,252,960千円となりました。

　

　
（負　債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて15.1％減少し、1,285,181千円となりました。これは、工事未

払金が36,005千円、短期借入金が100,000千円、工事損失引当金が17,392千円それぞれ減少したことな

どによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて25.4％減少し、1,269,003千円となりました。これは、社債が

300,000千円、長期借入金が70,285千円、預り保証金が62,998千円減少したことなどによります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて20.5％減少し、2,554,184千円となりました。

　

　
（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて6.1％減少し、698,775千円となりました。これは、利益剰余

金が45,961千円減少したことによります。
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（3） 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。

　
 

 

　
　

（4） 研究開発活動

　該当事項はありません。

　
 

 

　
　

（5） 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループを取り巻く事業環境は、大変厳しいものであります。景気悪化に伴う新築着工件数の

減少、地価の下落など、これらは売上の減少に重要な影響を与える要因となっております。

　当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、地域に密着した事業活動により培われ

たノウハウを提供することによって既存営業ルートはもちろん、新規営業ルートへのアプローチを

もって販売チャネルを広げることにより受注確保を図ってまいります。

　さらに、地域に密着した事業活動によるエリアマーケティングをもって採算性の合う用地の仕入れ

及び利益率の低下を抑えるために徹底したコスト低減を図ってまいります。　　　　

　
 

 

　
　

（6） 経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境に沿った経営方針を立てておりますが、その環境は不安

定であり、当社の取り巻く環境は厳しさを増すものと考えております。

　今後も引き続き、事業環境の変化に合わせて、硬直化させることのない弾力的な経営方針を立て、当

該方針に基づいた経営戦略を打ち出して事業展開を図ってまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000

計 40,000

　

　

　
② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成23年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,300 12,300
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（グロース）

単元株制度を採用して
おりません。

計 12,300 12,300 － －

(注)　提出日現在の発行数には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

　
　
　
(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　
　
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　 該当事項はありません。

　

　
　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成23年６月30日 － 12,300 － 260,782 － 226,282

　
　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載する事ができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づき株主名簿による記載を

しております。

① 【発行済株式】

平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）　　
 普通株式　 　920

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　11,380 11,380 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 12,300 － －

総株主の議決権 － 11,380 －

　

② 【自己株式等】

平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
株式会社シード

京都市山科区椥辻中在家町
８番地１

920 － 920 7.47

計 － 920 － 920 7.47

　

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載し

ております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１日

から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、清友監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 587,673 765,393

受取手形・完成工事未収入金等 281,909 222,623

販売用不動産 784,806 50,000

未成工事支出金 15,403 62,551

仕掛販売用不動産 175,284 19,121

繰延税金資産 7,091 34,258

その他 48,088 55,116

貸倒引当金 △1,739 △1,345

流動資産合計 1,898,517 1,207,719

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,508,166 1,481,215

その他（純額） 7,199 7,385

土地 333,355 333,355

有形固定資産合計 1,848,721 1,821,956

無形固定資産 5,315 14,178

投資その他の資産

その他 217,012 217,138

貸倒引当金 △8,032 △8,032

投資その他の資産合計 208,980 209,106

固定資産合計 2,063,017 2,045,241

資産合計 3,961,535 3,252,960

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 283,613 239,915

短期借入金 500,000 400,000

1年内返済予定の長期借入金 234,117 221,700

1年内償還予定の社債 310,000 250,000

未払法人税等 2,734 594

賞与引当金 － 6,264

工事損失引当金 28,973 11,581

その他 155,400 155,126

流動負債合計 1,514,838 1,285,181
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

固定負債

社債 450,000 150,000

長期借入金 577,085 506,800

退職給付引当金 26,623 27,445

預り保証金 472,989 409,991

資産除去債務 99,363 99,862

その他 75,897 74,904

固定負債合計 1,701,959 1,269,003

負債合計 3,216,797 2,554,184

純資産の部

株主資本

資本金 260,782 260,782

資本剰余金 226,282 226,282

利益剰余金 292,633 246,671

自己株式 △34,960 △34,960

株主資本合計 744,737 698,775

純資産合計 744,737 698,775

負債純資産合計 3,961,535 3,252,960
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 816,251 1,712,947

売上原価 716,847 1,658,126

売上総利益 99,403 54,821

販売費及び一般管理費 142,449 134,078

営業損失（△） △43,045 △79,257

営業外収益

受取利息 60 58

受取手数料 388 402

受取保険金 325 151

その他 250 558

営業外収益合計 1,025 1,170

営業外費用

支払利息 10,439 7,410

その他 1,778 1,123

営業外費用合計 12,218 8,534

経常損失（△） △54,238 △86,620

特別利益

貸倒引当金戻入額 36 －

特別利益合計 36 －

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 21,671 －

特別損失合計 21,671 －

税金等調整前四半期純損失（△） △75,874 △86,620

法人税、住民税及び事業税 2,319 357

法人税等還付税額 － △14,648

法人税等調整額 7,783 △26,367

法人税等合計 10,102 △40,659

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △85,977 △45,961

少数株主利益 － －

四半期純損失（△） △85,977 △45,961
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △85,977 △45,961

四半期包括利益 △85,977 △45,961

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △85,977 △45,961

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　
　

　
【追加情報】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

　
　
　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

該当事項はありません。

　

　

 

(四半期連結損益計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

　当社の売上高は、業種的に３月に集中する為、第１四半期

連結会計期間の売上高及び営業費用が他の四半期連結会

計期間と比較して低くなる傾向にあります。

同左
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のと

おりであります。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

減価償却費 35,030千円 28,143千円

　

　
　

(株主資本等関係)

　

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

　

　
　

２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

　
　
当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

　

　
　

２ 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 （単位：千円）

　

報告セグメント

合計
建設事業 不動産事業

不動産
賃貸事業

その他事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 525,29253,237232,001 5,718 816,251816,251

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － － －

計 525,29253,237232,001 5,718 816,251816,251

セグメント利益又は損失(△) △13,578 7,690 12,010 3,471 9,594 9,594

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 9,594

「その他」の区分の利益 －

セグメント間取引消去 －

全社費用(注) △52,639

棚卸資産の調整額 －

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △43,045

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

合計
建設事業 不動産事業

不動産
賃貸事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 558,871 939,533 214,5421,712,9471,712,947

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － －

計 558,871 939,533 214,5421,712,9471,712,947

セグメント利益又は損失(△) △44,581 10,917 17,528 △16,135 △16,135

(注)１ その他事業につきましては、運営しておりました飲食業を平成22年８月をもって閉店している為、当第１四半期

より該当事項はありません。

２ セグメント別資産の著しい金額の変動

当第１四半期連結会計期間において賃貸収益物件として事業に供していた販売用不動産の売却を行っており、

不動産賃貸事業における資産の金額が前連結会計年度末に比べて734,806千円減少しております。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 △16,135

「その他」の区分の利益 －

セグメント間取引消去 －

全社費用(注) △63,121

棚卸資産の調整額 －

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △79,257

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純損失（△）
　

△7,555 △4,038

（算定上の基礎） 　 　

四半期純損失金額（△）（千円） △85,977 △45,961

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △85,977 △45,961

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株数（株） 11,380 11,380

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　

 

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
　
　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月12日

株式会社シード

取締役会  御中

　

清友監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    野    雄    介    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    小    西    一    成    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社シードの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成
23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６
月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シード及び連結子会社の平成23年６
月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していな
いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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